
資料１ 

 

国立大学法人等の基幹設備（ライフライン） 

に係る実態調査について（結果報告） 
 

① 保有している設備の把握状況 

９１法人３９７団地のうち、６０法人１８０団地において、１２種類
全ての設備の数量を把握。  
全法人・主要団地 左記のうち、把握状況別の法人・主要団地 

法人数 主要団地数 
(a) 

把握状況 法人数 主要団地数 
(b) 

 

(b)/(a) 

９１法人 ３９７団地 

１種類以上 
把握済み ８２法人 ３１６団地 ８０％ 

 
１２種類全て

把握済み ６０法人 １８０団地 ４５％ 

把握なし ９法人 ８１団地 ２０％ 

 
※１２種類の設備は、給排水・ガス管等が７種類、電力・通信ケーブル等

が５種類。  
② 保有している設備の更新計画策定状況 

９１法人３９７団地のうち、１３法人３０団地（８％）において、 
１２種類全ての設備の更新計画を策定。  

③ 基幹設備（ライフライン）の保有量（推計） 

給排水・ガス管等： ４，０８９ｋｍ 
電力・通信ケーブル等：１１，８６６ｋｍ 
  合  計  ：１５，９５５ｋｍ 

 
※各設備の土地面積、建築面積、延べ面積、総棟数のうち、敷設長さと相

関が最も強いものを独立変数とし、回帰式により推計。 
（附属病院を除く）  

④ 基幹設備（ライフライン）の更新が必要な整備量（推計） 

給排水・ガス管等： ２，２４３ｋｍ （保有量の約５５％） 
電力・通信ケーブル等： ２，４９３ｋｍ （保有量の約２１％） 

合  計  ： ４，７３６ｋｍ （保有量の約３０％） 
 

※平成２８年５月１日時点で計画更新年数以上使用する設備を推計。 
（附属病院を除く） 

※計画更新年数は、関係専門機関が示す更新年数等をもとに算出されたもの。 
※上記整備量（４，７３６ｋｍ）について、所要額を推計すると、約１，３００億円
程度。 


